
１　はじめに

コロナ禍を経て、わが国の職業キャリア形成を巡
る環境に変化が生じている。いわゆる「終身雇用」を
是とし、職務選択を会社に委ねる「メンバーシップ雇
用」¹を当然とする考え方に変化がみられる。日本生
産性本部の調べによれば、希望する働き方として「同
じ勤め先で長く働き、異動や転勤の命令は受け入れる」
と答えた割合は2021年4月の41.3％から2023年7月
には32.6％に低下した。対称的に「仕事内容や勤務条
件を優先し、同じ勤め先にはこだわらない」との回答
割合は58.7％から67.4％に高まっている²。異なる調
査（労働政策研究･研修機構）にはなるが、1999年か
ら2015年まで終身雇用を支持する勤労者の割合が
上昇傾向にあった³ことからすれば、大きなトレンド
の変化が窺われる。
もっとも、終身雇用が崩壊に向かっているという
言説は、過去にも繰り返し指摘されてきた。とりわけ
1990年代から2000年代はじめにかけて、多くの大手
企業が希望退職を募った時も、マスメディアで「終身
雇用の崩壊」が喧伝された。しかし、上記の労働政策
研究･研修機構の調査に示されるように、その後も
労働者は終身雇用を支持してきた。実際の長期雇用
の動向をみても、大手企業の離職率が1990年代末か
ら2000年代はじめにかけて大きく上昇したものの、
その後は緩やかに低下し、一般労働者全体で見た離
職率はむしろ緩やかに低下する傾向を辿ってきた（厚
生労働省「雇用動向調査」）。
こうしてみれば、足元でみられるキャリア意識の
変化が持続性のあるものなのか、それが雇用の流動
性の高まりにつながっていくものかについて、予断
は禁物である。とはいえ、客観情勢を踏まえれば、従

来の在り方を変化させるファクターが強く働いてお
り、今回は持続的な変化につながっていく可能性が
高いと思われる。そうしてキャリア形成についての
意識の変化に永続性があるならば、いわゆるメンバー
シップ雇用を前提としてきた従来の労働法制や労働
政策には、大きな見直しが求められることになる。
以上の現状認識・課題認識に立って、本稿では職業
キャリア意識の変化が定着していくことを見越した
議論を進めたい。まず、キャリア意識の変化が永続性
のある形で生じていると判断される理由を述べ、そ
の結果生じる課題を、キャリア自律の進む欧米の事
情との比較を踏まえて指摘する。結論を先取りすれば、
欧米では個々人のキャリア自律を支える「社会イン
フラ」が存在し、その未整備がわが国の課題のポイン
トである。この点を踏まえ、求められる労働法制や労
働政策の在り方を考察し、「社会インフラ」の担い手
としての労働組合に期待される役割について述べる
ことにしたい。

２　キャリア意識の変化をもたらす 
　　ファクター

足元でみられるキャリア意識の変化に永続性があ
ると判断される最大の要因は、人口動態変化に伴っ
てわが国企業の労働者属性が大きく変化しているこ
とである。一企業での継続雇用を前提に内部昇進を
基本としてきた日本型のキャリア形成は、仕事内容
や職務の決定を使用者に委ねるいわゆる「メンバー
シップ雇用」を前提にしてきた。それは使用側の都合
による配置転換や長時間の残業を当たり前とする働
き方が基本形であり、労働者が個人生活を犠牲にし
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ても会社業務を最優先するのが当然とされてきた。
だが、こうした働き方が実際に当てはまるのは正社
員のうちでも男性現役世代が大半であり、そこには
毎年一定数の若い男性世代が入社することで、メン
バーシップ雇用の働き方が適用されるコア労働力が
十分確保できるという暗黙の前提があった。加えて、
性別役割分担が前提としてあり、家事・育児をはじめ
とする家族のケアは妻である女性が全面的に行うこ
とが想定されていた。
しかし、少子化の進行は若手男性労働力の減少を
もたらし、ここにきて絶対的な若年労働力の不足に
直面している。その結果、かつては定着率が高かった
大手企業でも若年層の離職が増え、若い世代での終
身雇用に対する期待が薄れている。日本能率協会の
調べ⁴によれば、2010年代前半期には「定年まで勤め
たい」との回答割合は40％台後半であったものが、
2010年代終わりには30％を下回り、2020年には
27.4％に落ち込んだ⁵。
実は「定年まで勤めたい」との回答割合は、90年代
末から2000年代前半にかけて20％台から10％台後
半にまで低下した局面があった。それは当時大手企
業での希望退職の募集が広がり、終身雇用への信頼
が大きく揺らいだためで、経済情勢が落ち着いて雇
用情勢が改善するにつれ、「定年まで勤めたい」との
回答割合は40％台後半まで回復した。しかし、今回
は雇用情勢が改善するなかで終身雇用への期待が薄
れている点が大きく異なる。注目されるのは、従業員
1,000人以上の企業の大卒従業員の場合、30歳代で転
職者の方が継続雇用者よりも給与が高くなっている
ことである⁶。若年人口の減少が続くなか、賃金増に
つながる転職機会が増えていることを踏まえれば、
従来は定着率が高かった大手企業の若い世代での転
職志向は、恒常的に高まっていくとみることが納得
的であろう。
一方、男性現役世代の持続的減少はコア労働力の
絶対的な減少を意味し、女性活躍の必要性を高めて
いる。だが、そのためには妻であり母である女性が家
事･育児を全面的に担うのが当然であった状況が変
わる必要がある。家事や育児を男性も担うのが当た
り前にならなければ、男女が対等な条件で働き、真に
女性活躍ができる状況にはならない。その実現には
残業を当然として職務編成が行われるのではなく、
働き手の生活上の事情が考慮できるような柔軟な働
き方が普及し、労働時間ではなく企業への貢献度に
よって処遇されることが求められる。実際、そうした
方向で労働法制や企業人事制度の改革が進んでおり、
勤務地限定正社員や短時間正社員など、男性正規労

働者のなかにも脱メンバーシップ型の働き方を選ぶ
人が徐々に増えつつある。
さらにはシニアを巡る就労環境が、メンバーシッ
プ型キャリア形成のあり方を変えていくもう一つの
原動力になっている。少子高齢化に伴う年金財政の
悪化への対応から退職年齢の延長が求められる一方、
健康年齢の延伸に伴い就労可能年数が平均的に延び
てきている。半面、技術革新や顧客ニーズの高度化に
より、産業構造変化のスピードが加速するなか、企業
は中高年社員に対する処遇には厳しいスタンスを採
るようになっている。そうしたなか、働きがい・生き
がいを求めて、中高年層には自らのキャリアを振り
返り、転職や独立を志向する動きが見られる。
以上のようなキャリアを巡る意識や行動の変化は、
コロナ禍の発生によって一層明確に認識されるよう
になった。パンデミックで多くの人が自宅待機や在
宅勤務を余儀なくされ、物理的のみならず心理的に
も個人と会社との間に距離が生まれた。その過程で
多くの人が働き方やキャリアについて考え直す機会
を、思いがけず得たことの影響が無視できない。

３　わが国のキャリア自律の現実と 
　　欧米の事実

（１）わが国のキャリア自律の現状
以上のように、コロナ禍を経てメンバーシップ雇
用に対する懐疑的な見方が強まり、会社任せにせず
に自ら職業キャリアを考えていくべきだという認識
が広がっている。過去にもみられた現象だが、人口動
態からみて今回こそは永続性があるものと判断され
る。しかし、自らの考えで主体的にキャリアを築いて
いこうという意思を明確に持ち、それを行動に移す
「キャリア自律」ができている人は、少数派にとどまっ
ているのが現実である。
この点を、労働政策研究･研修機構の調査⁷（調査時
点2020年）によって確認しておこう。同調査によれば、
自分自身の生涯を通じてのキャリア計画について、「会
社にキャリア計画を提示してほしい」と考えている
就業者は、「どちらかといえば会社に提示してほしい」
との回答も含め、３割程度にとどまる。もっとも、「自
分でキャリア計画を考えていきたい」と明確に答え
ているのは2割に過ぎず、多数派は「どちらかといえ
ば自分で考えていきたい」と回答している。さらに、
仕事を選ぶ上でのこだわりについての設問では、「世
の中をよくするための仕事をしたい」「管理者、経営
者になることを目指したい」「仕事の中で専門家とし
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て能力を発揮したい」といった、積極的･主体的な考
えを持っている人よりも、「安定している組織で働き
確実な報酬を得たい」「自分のやり方や自分のペース
で仕事がしたい」という、消極的・受動的なスタンス
でいる割合が多くなっている。キャリア自律の必要
性を多くが認識するようになっているが、積極的な
ビジョンを持って実際にキャリア自律が出来ている
人は少ないことが窺われる。
さらに、国際比較の観点からは、わが国勤労者の自
己啓発意欲の低さが大きな懸念材料になっている。
パーソル総合研究所⁸によれば、「自分の成長を目的
として行っている勤務先以外での学習や自己啓発活
動」について「特に何も行っていない」と答えた割合
は、わが国では半数近くに上っており、調査対象のア
ジア･オセアニア地域の14カ国・地域のなかで突出
して高くなっている。また、総務省「社会生活基本調
査」で１週間に「学業以外の学習・自己啓発・訓練」な
ど「学び」関連に費やす時間をみると、年齢階層別に
は比較的多い25～34歳で1時間に満たず、45～54歳
ではわずか20分にも達していない。わが国では自己
啓発を行っている人が少ないが、中高年層でとりわ
け学びの時間が少ないことが確認される。

（２）欧米から何を学べるか
以上のようにわが国の勤労者についてキャリア自
律や自己啓発面で遅れが見られる背景には、長らく
メンバーシップ雇用が前提であったことが影響して
いる。仕事は会社から与えられるものであるという
考え方が当然とされ、いわゆる終身雇用の慣行のも
とで自主的なキャリア設計や主体的な学びは必要と
されてこなかったからである。それが近年急に「キャ
リア自律だ、主体的な学びだ」といわれても、メンバー
シップ雇用のもとで長らくキャリアを歩んできた、と
りわけ中高年層にとっては、「今更急にルールを変え
られても…」、ということになるのは当然と言えよう。
欧米人は職業キャリアを主体的に形成し、一般に

「キャリア自律」ができていると言われる。だがそれ
は、欧米人が日本人に比べ、個人として優秀な人材が
多いからではない。見落とすべきでないのは、欧米人
のキャリア自律の背景に、それを支える社会インフ
ラが存在することである。その一つは職業教育や社
会人教育の仕組みが整備されていることである。例
えば米国では、学歴と職業との連動性が強く、学歴に
紐付いた職種の違いによって給与水準も大きく異な
る⁹。つまり、高等教育を受けることが特定職種のス
キルを身につけ、収入を増やす有効な手段になって
おり、キャリア自律を支えている。

そうした教育インフラの代表例がMBAの取得が
できるビジネススクールである。そこで学ぶ学生の
年齢は多様であり、トップ25大学の学生の平均入学
年齢は27～29歳だが、例えばスタンフォード大学で
は、37～38歳の学生が学び、ペンシルバニア大学
(ウォートン校)でも40歳前後の中高年が入学する¹⁰。
俗にわが国で転職年齢の壁とされる35歳を超えても、
専門職大学院で学ぶことで職業キャリアの展望を拓
くことのできる環境がある。
米国にはコミュニティーカレッジという4年制大
学への編入前教育や職業教育を提供する2年制の高
等教育機関もある。学生の年齢別構成をみると、約半
数が22歳以上であり、40歳以上が1割を占める
（American�Association�of�Community�Colleges）。教
員はパートタイムが多く、実践的技能を身につけた
現役が多い。現役の第一線で働いているエキスパー
トを招いて、企業向けの訓練コースの編成も行われ
る¹¹。「若年層を学校から労働市場へ効率的に橋渡し
する役割から、社会人を再訓練して労働市場へ戻す
までの役割を担う、まさに地域の企業や産業の人材
育成の中継点(ハブ)¹²」となっている。
「キャリア自律」を支える社会インフラとしてもう
一つ見逃せないのが、同じ職業に属する人々からな
る「職業コミュニティー」である。米国には、職業を同
じとするプロフェッショナルワーカーの様々な「職能
団体（アソシエイション)」が存在し、能力認定制度の
整備やネットワーキング、行動規範の策定を通じた
当該職業の社会的地位の向上などに努めている¹³。
個人はこうした職能団体に加盟することで、帰属意
識を会社よりも職業に置くようになり、会社依存で
はなく、特定の職業分野での専門スキルの向上や人
脈形成を通じた文字通りの職業キャリアの形成が可
能になっている。
欧州では、産業別組合がそうした職業コミュニ
ティーの役割を果たしているが、なかでも注目され
るのはSACOと呼ばれるスウェーデンのプロフェッ
ショナル労働組合である。ホワイトカラー専門職や
エンジニア、医療関連専門職など、大卒プロフェッショ
ナル労働のための労働組合の中央組織で、失業時の
所得保障業務のほか、各種セミナーやネットワーキ
ング、キャリア・アドバイスやマネージャー業務支援
などのサービスを提供している¹⁴。

18 2024.3395



４　キャリア自律の支援策と 
　　労働組合の役割

2010年代半ば以降、自公政権は労働市場改革に継
続して注力してきており、その基本的な考え方には
脱メンバーシップ型の雇用システムの創出があり、
個々の労働者のキャリア自律を促すことが目指され
てきた。すなわち、2017年策定の「働き方改革実行計画」
には、「働き方改革は、日本の企業文化、日本人のライ
フスタイル、日本の働くということに対する考え方
そのものに手を付けていく改革」「労働者が自分に合っ
た働き方を選択して自らキャリアを設計できる」よ
うになることを目指すことが謳われている。昨年6月
にまとめられた「新しい資本主義のグランドデザイ
ン及び実行計画2023改訂版」でも、「「キャリアは会社
から与えられるもの」から「一人ひとりが自らのキャ
リアを選択する」時代となってきた」とされ、「リ･ス
キリングによる能力向上支援」が重視されている。
こうした政府の方針は大きな方向性としては妥当
であり、個人のキャリア自律や人への投資が促され
ることは望ましい。そうした延長線上に、「5年で1兆
円」の人的資本投資への支援策も表明されている。だ
が、問題は本当に実効性のある人材投資が行われる
かにある。わが国の人材育成のあり方として、OJT偏
重のあり方が批判されているが、「ロミンガーの法則¹⁵」
にもあるように、実践的な職業能力を身につけるには、
実際に働く経験は欠かせない。わが国の問題はOJT
が現場任せになってきたことにあり、雇用の現場で
ある地域ごとに、地域の産業ニーズを取り込んだ育
成プログラムを標準化された仕組みとして、職場で
の実習を組み込んだ形で産官学が連携して創出して
いくことが肝要である。
労働組合としても、個人のキャリア意識の変化を
踏まえ、すべての従業員が能力開発やキャリア形成
の支援策を受けられる仕組みづくりに向けて、企業
と丁寧に協議していくことが今後の活動として重要
である。さらに、キャリア自律の社会インフラとして
の「職業コミュニティー」として、組合が貢献してい
くことが強く期待される。具体的にはスウェーデン
のSACOのように、各種セミナーやネットワーキン
グ、キャリア・アドバイスなどのサービスを、働き手
の視点に立って提供することが考えられる。この観
点は政府の施策から欠落しているだけに、新たな時
代の労働組合の役割としてとりわけ注力すべきテー
マであろう。
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